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１ 目的

久御山町新市街地（みなくるタウン）整備事業住街区調査業務公募型プロポーザル実施

要領（以下「実施要領」という。）は、久御山町新市街地（みなくるタウン）整備事業住街

区調査業務を委託する業者を公募型プロポーザル方式（以下「本プロポーザル」という。）

により選定するために必要な事項を定めるものである。

２ 業務概要

（１）業 務 名 久御山町新市街地（みなくるタウン）整備事業住街区調査業務

（２）業務目的 別紙「久御山町新市街地（みなくるタウン）整備事業住街区調査業務

公募型プロポーザル仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおりとする。

（３）業務内容 別紙「仕様書」のとおりとする。ただし、仕様書は発注者が業務成果

として求める最低限の内容を示すものであり、契約時、特定された事業

者の提案内容に応じて仕様を変更することがある。

（４）提案内容 別紙「仕様書」のとおりとする。

（５）履行期間 令和２年契約日から令和３年３月 19日まで

（６）委託金額 上限金額は 6,820,000 円（消費税及び地方消費税含む）とする。

３ 参加資格

本プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）は、次の要件を全て満たすこと

が必要である。

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者で

あること。

（２）会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく清算の開始がなされていないこと。

（３）破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない

こと。

（４）会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされてい

ないこと。

（５）民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされてい

ないこと。

（６）久御山町暴力団排除条例（平成 25 年町条例第 15 号）第２条の規定に該当しない者

であること。

（７）「仕様書１－（４）業務の内容」に記載する本業務と同種又は類似業務の実績を有し、

専門的な技術、知識、ノウハウを有する者であること。
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４ 参加手続

（１）実施要領・仕様書等の確認

①公告日

令和２年８月３日（月）

②公告方法

久御山町ホームページ

③関係書類の入手方法

本プロポーザルに係る実施要領等の関係書類は、下記の久御山町ホームページから

ダウンロードが可能。

「久御山町ＨＰトップページ」⇒「各課の窓口」⇒「新市街地整備室」⇒「お知らせ」

http://www.town.kumiyama.lg.jp/soshiki_view.php?so_cd1=3&so_cd2=5&so_cd3=0&s

o_cd4=0&so_cd5=0

（２）説明会の開催

本プロポーザルに参加を希望する者は、できる限り説明会に参加すること。

①日時

令和２年８月７日（金） 13 時 30 分 受付開始

14 時 00 分 開始

②場所

久御山町役場議会棟４階 特別会議室

住 所：〒613-8585 京都府久世郡久御山町島田ミスノ 38番地

③参加申込

説明会に参加を希望する者は、説明会開催日の前日までに下記の担当課まで電話ま

たは電子メールにより申込を行うこと。なお、申込の際には、事業者名、参加人数（３

名以内）、参加者氏名及び代表者の連絡先を伝えること。また、電子メールでの申込の

際は、必ず電話による受信確認を行うこと。

担当課：久御山町事業建設部新市街地整備室

電 話：075-631-9903（直通）

F A X：075-631-6149

E-mal：shigaichi@town.kumiyama.lg.jp
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（３）参加表明書、技術資料の作成及び提出

①提出書類

本プロポーザルへの参加を希望する者は、実施要領、仕様書を理解した上で、次の

とおり必要書類を提出すること。

②提出期間

令和２年８月３日（月）～８月 26 日（水） 17 時 15 分必着

③提出場所

久御山町事業建設部新市街地整備室

住 所：〒613-8585 京都府久世郡久御山町島田ミスノ 38番地

電 話：075-631-9903（直通）

F A X：075-631-6149

E-mal：shigaichi@town.kumiyama.lg.jp

④提出方法

期間内に必着で郵送すること。なお、郵送に際しては、受取日時及び配達されたこ

とが証明できる方法によることとし、郵便事故等により申込書類等が提出先に到着し

なかったことに対しての異議申し立てはできない。

提出書類 様式・留意事項 提出部数

参加表明書 様式－１（参加表明書） １部

技 術 資 料

様式任意（会社の業務経歴）

同種業務及び類似業務の内容及び担当する保有研究

員等の会社体制について記載する。

（過去 10 年間とするが、それ以前に特筆しておきたい

実績がある場合は記載のこと）

特に以下の実績がある場合は、必ず記載すること。

・優良田園住宅制度を活用した住宅事業実績

・その他、市街化調整区域内の住宅事業実績

10 部

様式－２（業務実施体制）

業務を執行するにあたっての配置予定の総括責任者

及び担当者を記載する。

10 部

様式－３（予定担当者の経歴）

管理技術者及び担当者の経歴等について記載する。

10 部

様式－４（予定担当者等の過去の業務実績）

管理技術者及び担当者が過去に従事した同種又は類

似業務の実績について記載する。

（過去 10 年間とするが、それ以前に特筆しておきたい

実績がある場合は記載のこと。）

10 部
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５ 提案書、見積書の作成及び提出

（１）提出書類

本プロポーザルの参加者は、次のとおり提案書等を提出すること。

（２）提出期間

令和２年８月 27 日（木）～９月 18日（金） 17 時 15 分必着

（３）提出場所

実施要領４（３）③に定める担当課

（４）提出方法

期間内に必着で郵送すること。なお、郵送に際しては、受取日時及び配達されたこ

とが証明できる方法によることとし、郵便事故等により申込書類等が提出先に到着し

なかったことに対しての異議申し立てはできない。

（５）提案書の作成及び記載上の留意事項

①提案書の様式は、原則Ａ４版（両面印刷）とし、Ａ３版を用いる場合はＡ４サイズ

に折り込むこととする。また、ホッチキスあるいは接着剤等で固定せずに、バインダ

ークリップ等で綴じること。

②文章の表現方法は特に問わないが、要点をわかりやすく簡潔にまとめること。

③審査は提案業者名を明示せずに行うため、提案書内には提案業者名及び提案業者を

特定することができる内容を記述しないこと（様式－５、見積書除く）。

④提案書は様式－５を添えて提出すること。

（６）委託料の目安

業務委託料は、次のとおりの額以内を想定している。

6,820,000 円（消費税及び地方消費税含む）

提出書類 様式・留意事項 提出部数

提案書鑑 様式－５（提案書鑑） １部

提 案 書

様式任意

「仕様書１（５）提案内容」について記載した上で、「１

（４）業務の内容」に対する提案（貴社が支援できる内

容）を簡潔に記載。

また、「１（４）業務の内容」以外で貴社の提案内容

により追加できる業務・追加した方がよいと考える業務

があればあわせて記載すること。

なお、業務の中で本町が執行・作業・負担等すべきも

のがあれば必ず記載すること。

10 部

見 積 書

様式任意

本業務に係る内訳明細を記載した見積書を提出する

こと。なお、消費税及び地方消費税相当額を除く額（千

円止め）を記載すること。

１部
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（７）提案書の無効等

①提案書に虚偽の記載をした場合は、提出された提案書を無効とする。

②提案書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は、

無効とすることがある。

③膨大な量の提案書が提出された場合は、貴社に断りなく妥当な量に調整することが

ある。

（８）資料の提供

提案書作成の参考資料として、以下の資料を提供する。

①久御山町第５次総合計画

②久御山町都市計画マスタープラン改訂版

③久御山町新市街地（みなくるタウン）整備事業概要

④久御山町優良田園住宅の建設の促進に関する基本方針

⑤住街区促進ゾーン及び産業立地促進ゾーンの整備に向けた基本調査計画書

６ 質問の受付及び回答

（１）質問の内容

本プロポーザル実施要領及び仕様書の内容に疑義がある場合は、次のとおり質問書

を提出することができる。ただし、参加表明書、技術資料及び提案書の作成、提出に

必要な事項及び業務実施に係る条件に限るものとし、評価及び審査に係る質問は受け

付けない。

（２）参加表明書、技術資料に係る質問

①質問方法

参加表明書等に係る質問は、質問書（様式－６）によるものとし、電子メールによ

り提出すること。なお、質問書提出後には、必ず電話により受信確認を行うこと。

②質問期間

令和２年８月３日（月）～８月 18 日（火）まで

③提出先メールアドレス及び受信確認先電話番号

実施要領４（３）③に定める担当課

④回答方法

質問の回答は、令和２年８月 21日（金）以降に久御山町ホームページに掲載する。

（３）提案書、見積書に係る質問

①質問方法

実施要領、仕様書等に係る質問は、質問書（様式－６）によるものとし、電子メー

ルにより提出すること。なお、質問書提出後には、必ず電話により受信確認を行うこ

と。

②質問期間

令和２年８月 27 日（木）～９月８日（火）まで

③提出先メールアドレス及び受信確認先電話番号



6

実施要領４（３）③に定める担当課

④回答方法

質問の回答は、令和２年９月 11 日（金）以降に質問者を問わず参加表明書を提出し

た全社に対して電子メールにより行う。

７ 提案書を特定するための審査及び評価基準

（１）提案書を特定するための審査は、審査委員会を設置して行う。

（２）審査は提案書とヒアリング審査により行う。

（３）特定された者に対しては、特定した旨を書面により通知する。

（４）審査委員会及び審査経過については公表しない。

（５）提案書の評価項目及び評価の配分は、次のとおりとする。

（６）ヒアリング審査は以下のとおり行う。

評 価 項 目 配分点

会社の業務経歴

等

業務経歴 同種又は類似業務実績の内容

10保有研究員等の会

社体制

担当部署の研究員数

予定担当者の経

験及び実績（業務

執行能力）

総括責任者 同種又は類似業務実績の内容

10
当該部門従事期間

担当者 同種又は類似業務実績の内容

当該部門従事期間

仕様書１（５）提

案内容に対する

提案

基本的な考え方 基本的な考え方の妥当性

60

業務実施方針 仕様書１(５)提案内容の各項目ごと

の事業実施の妥当性、具体性

業務スケジュール 作業内容・作業工程を含めた業務ス

ケジュールの妥当性

提案の的確性・独創性

取り組み意欲

委 託 料 提案内容に対する妥当性 20

計 100

項 目 内 容

①実施予定日 令和２年 10 月上旬予定

②実 施 場 所 久御山町役場内会議室予定

③実 施 方 法 ・１社につき 50 分（説明 30分以内、質疑 20分程度）を予定

・ヒアリングは、事前に提出された書類を用いて行うこととし、提出

期限後の差替え及び追加資料の提出は不可とする。

・出席者は３名以内とする。

・ヒアリングの詳細は別途通知する。
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８ 非特定理由に関する事項

（１）提案した提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨を書面（非

特定通知書）により通知する。

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を含

まない）以内に書面により非特定理由について説明を求めることができる。

９ 業務委託契約の締結

（１）審査委員会で選定した特定業者を業務委託契約対象者とする。この業者と契約条件

の協議を行い、協議が整えば随意契約により、業務委託契約を締結する。

（２）最終的な契約金額については、契約締結段階で見積書の金額を上限として双方で協

議し、決定することとする。

10 その他の留意事項

（１）提案書の作成、提出に関する費用は、提出者の負担とする。

（２）提出された資料は返還しない。また、提出された提案書は、提案書の特定以外に提

出者に無断で使用しない。なお、特定された提案書を公開する場合には、事前に提出

者の同意を得るものとする。

（３）提案書提出後において、原則として提案書に記載された内容の変更は認めない。ま

た、提案書に記載した予定担当者は原則として変更できない。

（４）提案書の参加表明書到着以降の営業活動は自粛願いたい。

（５）特定された旨・特定されなかった旨の結果通知については、10 月上旬に通知する。

11 実施スケジュール

①公募型プロポーザル実施公告 令和２年８月３日

②参加表明書等に関する質問受付 令和２年８月３日～８月 18 日

③説明会の開催 令和２年８月７日

④参加表明書等に関する質問回答 令和２年８月 21日

⑤参加表明書等の提出期限 令和２年８月 26日

⑥提案書等に関する質問受付 令和２年８月 27日～９月８日

⑦提案書等に関する質問回答 令和２年９月 11日

⑧提案書等の提出期限 令和２年９月 18日

⑨提案書の審査及びヒアリングの実施 令和２年 10月上旬予定

⑩審査結果の通知 令和２年 10月上旬予定

⑪業務委託契約の締結 令和２年 10月中旬予定
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(様式－１)

プロポーザル参加表明書

年 月 日

（あて先）

久御山町長 信貴 康孝

(申請者)

住 所

会 社 名

代表者名 印

次の業務について、企画提案(プロポーザル)に参加を表明します。

なお、この表明書及び関係書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

１ 久御山町新市街地(みなくるタウン)整備事業住街区調査業務

２ 必要な資格

この企画提案に参加するにあたり、実施要領「３ 参加資格」の条件を満たしており、

かつ仕様書に合致した業務を確実に実施することができる者であること。

３ 連絡担当者

(１)所 属

(２)職 氏 名

(３)電話番号

(４)E - m a i l
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（様式-２）

業務実施体制

注１：氏名にはふりがなをふること。

注２：所属・役職については、技術提案書の提出者以外の企業等に所属する場合は、企業

名等も記載すること。

※ 一部の業務を再委託する場合

注：他の企業に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の協力を受けて業務を

実施する場合にのみ記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。

予定○○者 所属・役職 担当する分担業務の内容

○○者

○○者

担当者 １）

２）

３）

分担業務の内容 再委託先又は協力先、及びその理由（企業の特徴）
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（様式-３）

予定担当者の経歴等

○○担当者の経歴

① 氏名 ② 生年月日

③ 所属・役職

④ 保有資格

○○○○（部門： 分野： ）・登録番号： ・取得年月日：

○○○○（部門： ）・登録番号： ・取得年月日：

その他 （名称： ）・登録番号： ・取得年月日：

⑤ 同種又は類似業務経歴

業務名 業務概要 発注機関 履行期間

登録番号 （ ○○者として従事）

登録番号 （ ○○者として従事）

登録番号 （ ○○者として従事）

⑥ 手持業務の状況（令和 年 月 日現在）、契約金額 200 万円以上

業務名 発注機関 履行期間 契約金額

（契約金額合計）

⑦ 従事○○分野の経歴（直近の順に記入）

年 月～ 年 月（ 年 ヶ月）

年 月～ 年 月（ 年 ヶ月）

年 月～ 年 月（ 年 ヶ月）
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（様式-４）

予定担当者の過去の同種又は類似業務実績

○○担当者の経歴（氏名 ）

業務分類 同種（あるいは類似） 業務（○○○○○○○○業務）

業務名

○○○○登録番号

契約金額

履行期間

発注機関名

住所

電話

業務の概要

業務の特徴

当該担当者の

業務担当の内容

注１：業務分類には、提案書提出要請書の「留意事項」において定義した同種又は類似業務を

示しておく。

注２：業務の概要及び業務の特徴については、具体的に記述すること。
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（様式-５）

○ ○ 提 案 書

業務の名称

履 行 期 限

標記業務について、提案書を提出します。

年 月 日

（あて先）久御山町長 信貴 康孝

提出者 住 所

電話番号

会 社 名

代 表 者 役職名

氏 名 印

作成者 担当部署

氏 名

電 話

F A X

E－ｍail
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（様式-６）

久御山町新市街地(みなくるタウン)整備事業住街区調査業務

提案書作成に係る質問書

年 月 日

（あて先）

久御山町事業建設部新市街地整備室

会社名

代表者

担当者

連絡先 T E L

F A X

E-mail

久御山町新市街地(みなくるタウン)整備事業住街区調査業務について、次のとおり質問

します。

NO. 頁・番号 質問

1

2

3

4


